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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流体混合物の構成成分を除去するための能動流体搬送分離装置であって、
　（ａ）第１および第２の主要面を有するポリマーフィルム材料からなる第１の層であっ
て、該第１の主要面は、該層内に微複製によって形成された微構造化ポリマー表面によっ
て形成され、該微構造化ポリマー表面は、該層の該表面に沿って第１の点から第２の点へ
延在する複数の流動チャネルを有し、該流動チャネルは、１０：１の最小アスペクト比と
３００マイクロメートル以下の動水半径とを有する第１の層と、
　（ｂ）該第１の層の少なくとも複数の流動チャネルを覆う選択的に透過可能な流体分離
媒体であって、該分離媒体を通って流体が流れることはできるが、該流体混合物の構成成
分を除去するためのものである分離媒体と、
　（ｃ）該微構造化ポリマー表面に対して外部に位置するソースであって、該流動チャネ
ル上にポテンシャルを供給し分離媒体を通り且つ該流動チャネルを通って第１のポテンシ
ャルから第２のポテンシャルへ流体の移動を促進するソースと、
を具備する能動流体搬送分離装置。
【請求項２】
　流体混合物の構成成分を除去する方法であって、
　（ａ）第１および第２の主要面を有するポリマーフィルム材料の第１の層を有する分離
モジュールを提供するステップであって、該第１の主要面は、該層内に微複製によって形
成された微構造化ポリマー表面によって形成され、該微構造化ポリマー表面は、該層の該



(2) JP 4480272 B2 2010.6.16

10

20

30

40

50

表面に沿って第１の点から第２の点へ延在する複数の実質的な流動チャネルを有し、該流
動チャネルは、１０：１の最小アスペクト比と３００マイクロメートル以下の動水半径と
を有し、選択的に透過可能な流体分離媒体が少なくとも複数の流動チャネルを覆うように
した、分離モジュールを提供するステップと、
　（ｂ）該微構造化ポリマー表面に対して外部に設けられたソースに該分離モジュールを
接続するステップであって、該流動チャネル上にポテンシャルを供給し、第１のポテンシ
ャルから第２のポテンシャルへの該流動チャネル内における流体の移動を促進するように
した、分離モジュールを接続するステップと、
　（ｃ）該分離モジュールを該流体混合物内に少なくとも部分的に浸すステップと、
　（ｄ）該ソースによって該流体混合物を該分離モジュール内に流動させ、これによって
、該分離媒体によって該流体混合物の構成成分を除去しながら、流体がそれを通って流動
することを可能にならしめるステップと、
を含む方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
（発明の属する技術分野）
本発明は、流体混合物を駆動して装置を通らせるための源に接続して使用される微構造化
フィルムに結合された選択的に透過可能な分離媒体を具備する分離装置に関する。
【０００２】
（背景技術）
流体分離装置は、流体混合物を選択的に透過可能な分離媒体に通らせることによって、流
体混合物から構成成分を除去する。流体混合物の望ましくない構成成分が分離媒体の一方
の側に残り、濾液が分離媒体の他方の側へ通る。そのような装置に利用可能な分離の種類
として、気体－固体、気体－気体、気体－液体、液体－液体、液体－固体が挙げられる。
これらの種類の分離を使用する用途として、淡水化、透析、バクテリアおよび他の微細粒
子を除去するための微細濾過、工業廃棄物の解毒、廃水処理、および、液体または気体か
らきわめて微細のまたは溶解した固体を除去する限外濾過が挙げられる。一般に、これら
の流体分離装置は、分離過程の間に流体混合物内に少なくとも部分的に浸されるかまたは
全体的に浸される。
【０００３】
選択的に透過可能な分離媒体を通る流体混合物の搬送および制御は、分離媒体とは無関係
の流体搬送機構によって分離システム内で達成されることができる。この型のシステムの
例として、流体混合物が一方のタンクから分離媒体を通って別のタンクへポンプ送りされ
るポンプシステムが挙げられる。他方、流体混合物の搬送および制御は、分離装置の一部
として達成され、分離媒体は流体搬送機構に連結される。たとえば、分離装置は、真空源
によって流体混合物を駆動して分離媒体を通らせるために分離媒体に連結された真空分配
機構を含んでもよい。
【０００４】
ダクトまたは他の装置による流体の搬送は、ダクトまたは装置内に流れさせる機構に基づ
いて特徴づけられてもよい。流体搬送が非自発的な流体流れ領域に属し、流体流れが、大
部分は、装置に加えられた外部の力から生じる場合、そのような流体搬送機構は能動であ
るとみなされる。他方、流体搬送が自発的な流れ領域に属し、流体運動が搬送装置に固有
な特性から由来する場合、そのような流体搬送機構は受動であるとみなされる。カテーテ
ルは、能動流体搬送装置の公知の例である。一般に、身体の腔から流体を排出するために
医療分野で使用されるカテーテルは、真空源に接続され、装置を通して液体を引く。受動
流体搬送装置は、吸収パッドである。
【０００５】
流体搬送装置と組み合わされた吸収パッドまたは液体浸透層を含む能動流体搬送製品は、
特定の用途に基づいて開発されてきた。たとえば、能動流体搬送および吸収パッドまたは
液体浸透層を含むマット製品は、トッド氏等に付与された米国特許第５，４３７，６５１
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号およびマックカーバー氏に付与された第５，３４９，９６５号に記載されている。各場
合に、チャネルは基板の表面上に形成されて、液体浸透層の実質的に全領域から液体流れ
を方向づける。これらの製品は、液体浸透層を吸収および保管層として作用させ、且つ／
または、液体受取チャンバを形成しながら、液体を除去する。トッド氏等特許において、
可撓性のある裏地プレートが吸収部分に取り付けられ、吸引源が裏地プレートに加えられ
る。裏地プレートは、吸引源によって設けられた真空を吸収部分の表面にわたってより均
一に方向づけるために複数のチャネルを具備する。マックカーバー特許において、可撓性
のあるパッド、または、液体透過可能頂表面および液体不透過底表面を有する吸引レール
が、真空源に接続される。吸引は、液体が液体浸透層を通るときに、液体を下方へ液体受
取チャンバ内へ引き、蓄積された液体を引き離す。液体受取チャンバは、チャンバが負圧
下にあるときにチャンバが壊れるのを防ぐためにチャンバをチャネル内に分割する分離手
段を含む。
【０００６】
別の可撓性のある流体搬送製品が最近導入され、テクノルメディカルプロダクツ社（Ｔｅ
ｃｈｎｏｌ　Ｍｅｄｉｃａｌ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｉｎｃ．）から商標「流体制御（Ｆｌ
ｕｉｄ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）」床吸引マットで販売されている。この製品は、手術手順の間
に手術部位から落ちる流体を吸収するために使用される。装置は、複数の平行な閉鎖チャ
ネル上に戴置される吸収性マットを有する。吸収性マットとの界面であるチャネル表面に
穴が設けられ、そのため、マットによって回収された流体をチャネル内に引くことができ
る。平行なチャネルが、吸引チューブに取り付けるために、マニホールドに接続される。
このようにして、流体がマット内に蓄積した後に、その除去は、真空を加えることによっ
て複数のチャネルを通って容易になる。
【０００７】
能動流体搬送および受動流体搬送の両方を使用する可撓性のある流体搬送装置の例は、フ
ラワー氏に付与された米国特許第３，５２０，３００号、クンツ氏に付与された第４，７
４７，１６６号およびスコウ氏に付与された第５，６２８，７３５号に記載されている。
フラワー特許において、手術スポンジと、チューブによって真空源に接続されるチャンバ
の有孔壁上に吸収性材料を有する吸引装置とが開示される。クンツ特許において、疎水性
材料内に入れられた吸収性コアを有するが有孔頂表面を備えたパッドが、真空源に連結さ
れた有孔チューブを囲繞する。スコウ特許において、高吸上特性を有する材料を具備する
マットが設けられ、マットが流体で飽和するのを防ぐために、その材料内に可撓性のある
吸引チューブが設けられる。３つの場合すべてにおいて、チューブは、流体が装置内から
排出される場所を限定する。
【０００８】
流体除去のためにチャネルづけられた他の例が、バンビーク氏等に付与された米国特許第
４，５３３，３５２号およびヘルゲンロエダー氏に付与された第４，６７９，５９０号に
示されるが、これらのマットは、液体浸透層によって閉鎖された受取チャンバを形成する
ことなく流体を受け取るための構造物を提供する。バンビーク氏等特許は、リブ状マット
を示し、中央に位置する吸引ホースが、ホースの開口によってリブに接続される。ヘルゲ
ンロエダー特許は、吸引源に接続されたチャネル内に排出される収集表面を形成する小さ
な溜めますのグリッドワークを有するマットを示す。
【０００９】
チャネルづけられた流体搬送構造物を有する受動流体搬送装置の例は、ＰＣＴ国際特許出
願公開第ＷＯ９３／１１７２７号、発明の名称「吸収性物品用液体管理部材（Ｌｉｑｕｉ
ｄ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｍｅｍｂｅｒ　Ｆｏｒ　Ａｂｓｏｒｂｅｎｔ　Ａｒｔｉｃｌ
ｅｓ）」に記載されている。微構造物を有する疎水表面を有する液体管理部材の使用が開
示され、液体透過頂部シートと、バックシートと、頂部シートとバックシートとの間に配
置された吸収性コアと、が組み合わされることが好ましい。液体管理部材は、液体の急激
な方向性広がりを促進し、吸収性コアに接触する。
【００１０】
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流体分離装置の特定の例として、デーゲン氏に付与された米国特許第５，４５５，７７１
号に開示された型が挙げられる。デーゲン特許において、微細で中空で透過または半透過
の繊維ストランドの集合が、流体搬送装置として使用される。これらの中空繊維は、流体
を繊維の外側上に通すことによって、且つ／または、流体を繊維壁に通して繊維の内部に
入れることによって、流体を濾過することができる。これらの型の分離装置に関連する問
題は、繊維の製造に関する問題を含む。さらに、中空製造分離装置は、用途が限定され、
多くの問題を受けやすい。繊維の脆性、および、小さな個別要素の束を扱うことの一般的
な困難さのため、使用が妨げられる。高いユニットコスト、付着物、および、形状的（プ
ロファイル）可撓性の欠如のため、分離装置の流体搬送機構として、これらの繊維の用途
はさらに限定される。実際的に、長さが長く多数の中空繊維を有用な搬送アレイに分配す
ることができないため、その使用は、能動流体搬送用途の限られた範囲を除いては不適切
になる。
【００１１】
（発明の開示）
本発明は、可撓性があり、効率的で、取扱および使用が容易であり、製造が安価で、きわ
めて多様性があり、様々な分離用途に適用可能である分離装置を提供することによって、
先行技術の不利点および欠点を克服する。より具体的には、本発明は、複数の流動チャネ
ルと分離媒体とを有する構造化層から形状された分離モジュールと、構造化層の流動チャ
ネルを横切ってポテンシャルを提供し、流体混合物から構成成分を除去するために、流体
混合物を駆動して分離媒体を通らせて源と、を具備する分離装置を提供する。
【００１２】
これらの分離モジュールは、構造化表面の流動チャネルに流体接触して接続されたマニホ
ールドを含むことが好ましい。マニホールドは、源に接続されてもよく、または、受け器
または別の装置に接続されてもよい。分離装置の一部として設けられた源は、マニホール
ドに接続してもよく、または、他の何らかの方法で分離モジュールに接続してもよい。源
は、流体混合物を分離媒体を通って引いて、流動チャネルに入らせてマニホールドを通っ
て外へ出す真空であってもよく、または、マニホールドを通って流体混合物を引いて、流
動チャネルに入らせて分離媒体を横切らせてもよい。あるいは、源は、ポンプ等の圧力源
であってもよく、これは、流体混合物を押して上記方向のいずれかに分離媒体を通らせる
。
【００１３】
分離媒体は、微孔フィルム、微有孔フィルム、不織濾過ウェブまたは他の型の濾過材料等
の選択的に透過可能な分離材料を具備する。分離モジュールには、分離媒体の単一の層が
設けられてもよく、または、分離用途によって、すべて同一であるかまたは互いに異なる
複数の層を有してもよい。
【００１４】
構造化層の流動チャネルは、一連のピークによって形成され、ピークの側壁は収束しても
よく、または、平らな床によって分離されてもよい。あるいは、ピークは、各流動チャネ
ル内でサブチャネルを形成する少なくとも１つのサブピークによって分離されてもよい。
流動チャネルは、構造化表面を横切って、チャネルからチャネルへ、または、各チャネル
内で変動してもよい。構造化表面は、ポリテトラフルオロエチレンまたはポリプロピレン
等のポリマー、または、他の適切な材料から形成することができる。
【００１５】
別の実施態様において、分離モジュールは、分離媒体によって少なくとも部分的に覆われ
た２つ以上の構造化層を具備してもよい。第１の層の流動チャネルに流体接触するマニホ
ールドは、少なくとも１つの他の層の流動チャネルにも流体接触する。
【００１６】
本発明は、流体混合物から構成成分を除去する方法も教示し、この方法は、本発明の分離
モジュールを提供するステップと、このモジュールを外部に設けられた源に接続して分離
装置を形成するステップと、濾過すべき流体混合物内にモジュールを完全に浸すステップ
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と、源によって流体混合物を駆動してモジュールを通らせて、それによって、流体混合物
から構成成分を除去するステップとを含む。この方法は、真空である源か、または圧力源
である源を含んでもよい。この方法は、流体混合物を駆動して、マニホールドを通らせて
構造化層の流動チャネル内に入れ、分離媒体を横切らせてもよく、または、流体を駆動し
て分離媒体を通らせて流動チャネル内に入れ、マニホールドを通して外へ出してもよい。
この方法の分離モジュールは、単一の分離媒体層を有してもよく、または、同一であるか
または互いに異なるかのいずれかである複数の分離媒体を含んでもよい。
【００１７】
（発明を実施するための最良の形態）
添付の図面を参照すると、数枚の図面を通して同一の構成要素には同一の参照符号が付さ
れる。図１、２は、本発明による分離装置５０を示す。図２は、図１の線２－２に沿って
取られた分離装置５０の断面図である。分離装置５０は、基本的に、源（ソース）６８に
接続された分離モジュール５５を含む。分離モジュール５５は、その２つの主要面の一方
に構造化表面５８を有する構造化層５７を有する。構造化表面５８は、層５７内に形成さ
れた複数のチャネル５９を具備し、図示のように、一貫した順番であることが好ましい。
各チャネル５９は、層５７の他方と同一である必要はないが、チャネル５９は、各チャネ
ル５９が層５７の構造化表面５８の所定の設計によって設定されるように、順序づけられ
ることが好ましい。
【００１８】
層５７は、可撓性のある半剛性のまたは剛性の材料を具備してもよく、これは、分離装置
５０の特定の用途にしたがって選択されることができる。層５７は、ポリマー材料を具備
することが好ましいが、これは、そのような材料が一般に安価であり、且つ、そのような
ポリマー材料には、構造化表面５８が正確に形成されることができるからである。さらに
、たとえば、フィルム層の形態のポリマー層５７を使用することによって、主要面上に数
多くの高密度の流体流動チャネル５９を形成する構造化表面を提供することができる。こ
のようにして、本発明の高効率的で安価な分離装置が、高レベルの正確性および経済性で
製造されることが可能である。
【００１９】
図２に示されるように、層５７のチャネル５９は、側壁６１から形成された一連のピーク
６０によって形成される。場合によっては、ピーク６０が層５７の一方の縁から他方へ全
体的に延在することが望ましいこともあるが、用途によっては、ピーク６０が構造化表面
５８の一部のみに沿って延在することが望ましいこともある。すなわち、ピーク６０の間
に形成されるチャネル５９は、層５７の一方の縁から他方の縁へ全体的に延在してもよく
、または、そのようなチャネル５９は、層５７の一部の上に延在するように形成されるだ
けであってもよい。１つまたはそれ以上のチャネル部分が層５７の縁から開始してもよく
、または、層５７の構造化表面５８内に全体的に中間に設けられてもよい。
【００２０】
分離モジュール５５は、構造化層５７の少なくとも一部を、好ましくはすべてを覆う選択
的に透過可能な分離媒体６２も含む。チャネル５９の各々は、分離モジュール５５を通っ
て流れるすべての流体混合物が分離媒体６２を通るように、一端が閉じられて分離媒体６
２によって覆われてもよいが、必須ではない。分離媒体６２は、チャネル５９に平行な２
つの側部６３に沿って、また一方の端６５に沿って、構造化層５７に結合されるかまたは
他の方法で封止されることが好ましい。分離媒体６２は、所望により、チャネル５９のピ
ーク６０で、構造化層５７に結合されてもよい。
【００２１】
選択的に透過可能な分離媒体６２は、流体混合物が分離媒体６２を通るときに、流体混合
物から所望の構成成分を取り除くように選択することができる。分離媒体６２は、本願と
同日に出願され、同譲受人の係属中の米国特許出願第０９／１０６，５０６号、発明者イ
ンスレー氏等、発明の名称「構造化表面濾過媒体（Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅｄ　Ｓｕｒｆａｃ
ｅ　Ｆｉｌｔｒａｔｉｏｎ　Ｍｅｄｉａ）」に示され記載されたスタックされた微孔性フ
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ィルム、微有孔フィルム、不織ウェブ、織られたウェブ、微孔性発泡体、微構造濾過媒体
等を含むがそれらに限定されない多くの型の濾過媒体のいずれであってもよい。分離媒体
６２が一方の端７６に封止された不織ウェブ７５である本発明の分離モジュール５５の実
施態様が、図３に示される。そのような封止は、不織ウェブ７５の縁を構造化層５７の縁
に封止するヘッド圧力によって達成することができ、その場合、構造化表面５８は縁で押
しつぶされてもよい。その代わりにまたはそれに組み合わせて、他の接着剤またはシーラ
ントを使用することができる。
【００２２】
所与の用途に使用される分離媒体６２は、気体－固体、気体－液体、液体－固体、または
液体－液体等の分離の必要条件による。図４に示されるように、本願の分離の必要条件を
満たすために、分離媒体６２、７２、および７４の複数層も所与の実施例に使用してもよ
い。これらの分離媒体６２、７２、７４は、分離容量の増加および／または複数の構成成
分の除去等の、様々な分離媒体の必要条件が何であるかによって、すべてが同一であって
もよく、またはすべてが異なってもよく、同一のものと異なるものとがあってもよい。
【００２３】
あるいは、分離媒体６２は、取り外し可能で、分離モジュール５５に対して交換可能であ
ってもよい。分離媒体６２を構造化表面５８に、永久的に結合するかまたは他の方法で永
久的に封止する代わりに、取り外し可能に装着することによって、分離媒体６２は、同一
の型かまたは他の型の分離媒体材料に交換されることができる。分離モジュール５５は、
次いで別の流体分離過程のために再使用されてもよく、または、同一過程に使用され続け
てもよい。
【００２４】
さらに、分離モジュール５５は、構造化層５７の少なくとも複数のチャネル５９に連結さ
れたマニホールド６４または６４’（それぞれ図１および３を参照）を含んでもよく、こ
れらの実施態様に示されるように、共通の側で分離媒体６２に連結されることが好ましく
、そのため、不連続の流動チャネル５９の大半がマニホールド６４に流体接触する。マニ
ホールド６４または６４’は、チャネル５９の各々にその出口（図示せず）を通って流体
連通することが好ましく、その内部で形成されて、チャネル５９と流体連通するプレナム
（図示せず）が設けられる。プレナムは、少なくとも複数のチャネル５９に封止的に接続
されるマニホールド６４内にチャネルを単に具備してもよい。マニホールド６４は、層５
７同様、可撓性があっても半剛性であっても剛性であってもよい。さらに、特定の用途に
より、図１３に示されるように（且つ後述のように）、第２のマニホールドまたはそれ以
上のマニホールドが層５７の他方の側に設けられてもよい。
【００２５】
しかし、マニホールド６４は、分離媒体をプレナムとの接触から外すことによって、また
は、マニホールドと分離媒体との間に構造化層に結合された不透過カバー層を加えること
によって、分離媒体にではなく、チャネル５９のみに接続することができる。このカバー
層は、次いで構造化層の一部に流れ通路を形成して、そこで、流体が、プレナムに対して
開口したポートと分離媒体に対して開口した別のポートとの間を運ばれる。マニホールド
は、構造化層の端で流動チャネルに連結してもよく、または、構造化表面の頂部にある流
動チャネルに連結してもよく、または、マニホールドと流動チャネルとの間に流体接触を
提供するのに適切な他のいずれのやり方であってもよい。あるいは、チャネルは、図７～
９に示されるように（且つ後述のように）、中央通路に接続してもよく、または、マニホ
ールドを使用せずに直接、源（ソース）へ接続してもよい。
【００２６】
分離装置は、流動チャネル５９上にポテンシャルを形成する源６８によって作動する能動
流体流れを形成する。ポテンシャル源は、重力のみを別にして、第１のポテンシャルから
第２のポテンシャルへ複数の流動チャネル５９を横切ってポテンシャル差を提供するいず
れの手段を具備してもよい。ポテンシャル差は、複数の流動チャネル５９を通って流体を
流れさせるかまたは流れさせる補助をするのに十分であるべきであり、これは、部分的に
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は、いずれの特定の用途の流体特性に基づく。図１に示されるように、ポテンシャル源６
８は、従来、収集受け器７０に接続される真空生成機を具備してもよい。収集受け器７０
は、従来の可撓性のあるチューブ６６によってマニホールド６４に流体的に接続される。
したがって、源６８に真空を提供することによって、流体または流体混合物が、分離モジ
ュール５５の外部から分離媒体６２を通ってチャネル５９内に引かれることが可能である
。濾過された流体すなわち濾液が、次いで、流動チャネル５９からマニホールド６４を通
って外へ出てチューブ６６を通って収集受け器７０内に流れる。受け器７０は、有利なこ
とに、濾液が他の使用および／または処理のためにそれから取り除くことができるように
開口可能であってもよく、または、従来の排水システムまたは機構に他の方法で接続され
てもよい。
【００２７】
ポテンシャル源６８が真空生成機を具備する場合、マニホールド６４を介してチャネル５
９に提供された真空は、構造化表面５８に対して分離媒体６２を適切に保持するのに十分
である。すなわち、真空自体は、構造化表面５８のピーク６０に対して分離媒体６２を保
持する傾向がある。したがって、外部の源から提供されたポテンシャルは、層５７の構造
化表面５８上に、より効果的に且つ効率的に分配されることができる。
【００２８】
真空生成装置の代わりにまたはこれとともに、他のポテンシャル源６８を本発明にしたが
って使用することができる。一般に、チャネル５９を通って流体を流れさせるあらゆる方
法が企図されるが、純粋に重力に基づくものは除く。すなわち、チャネル５９を通って流
体を運ぶあらゆる外部装置が企図される。他のポテンシャル源として、真空ポンプ、圧力
ポンプおよび圧力システム、磁気システム、磁気流体力学装置、音響流れシステム、遠心
スピン、および、少なくともある程度は流体を流れさせるポテンシャル差の発生を利用す
る他のいずれの公知のまたは開発された流体駆動装置が挙げられるが、それらに限定され
ない。
【００２９】
図１、２、４の実施態様は、複数のピーク６０を具備する構造化層５７を備えて示され、
各連続するピーク６０の側壁６１は収束して、チャネル５９の基部に線を形成するが、他
のチャネル構成が企図される。分離装置５０用の特定の用途が、分離条件に合致するよう
に設けられるチャネル５９の数、型およびサイズを決定する。たとえば図５において、チ
ャネル８７は、連続した一連のピーク８６によって形成され、これは、広く平らな床８９
によって分けられる。各ピーク８６は、頂部で平らになり、それによって、分離媒体６２
等の隣接する層に結合するのが容易になる。各ピーク８６は、所望により、とがっていて
もよい。図６において、広いチャネル９２が、ピーク９１の間に形成されるが、チャネル
側壁９３の間に平らな床を提供する代わりに、複数のより小さいサブピーク９４が設けら
れる。これらのサブピーク９４は、したがって、その間に二次チャネル９５を形成する。
サブピーク９４は、ピーク９１と同一のレベルに隆起してもしなくてもよく、例示のよう
に、中に分配されたより小さいチャネル９５を含む第１の広いチャネル９２を形成する。
ピーク９１およびサブピーク９４は、それ自体に対してまたは互いに対して、均一に分配
される必要はない。小さいチャネル９５を使用して、たとえば、より広いチャネル９２を
通る流体の流れを制御することができる。
【００３０】
図１～６は、細長い線状に構成されたチャネルを企図するが、チャネルは、他の多くの構
成で提供されてもよい。たとえば、チャネルは、チャネルの長さ方向に沿って変動する断
面幅を有することができ、すなわち、チャネルは、チャネルの長さ方向に沿って発散し、
且つ／または、収束することができる。チャネル側壁は、チャネルの延在方向にまたはチ
ャネルの高さ方向に真っ直ぐである以外に輪郭づけられてもよい。一般に、分離装置内の
第１の点から第２の点へ延在する少なくとも複数の分離したチャネル部分を提供すること
ができるいずれのチャネル構成が企図される。
【００３１】



(8) JP 4480272 B2 2010.6.16

10

20

30

40

50

図７において、構造化表面５８を形成するために層５７に加えられることができるチャネ
ル構成が平面図で例示される。図示のように、流体の中間収集のために複数の収束チャネ
ル１００を設けることができ、これはさらに単一の分離したチャネル１０２に接続される
。これが、一方への出口ポートの提供を最小限にする。図８、９に示されるように、中央
チャネル１０３または１０５が、構造化表面の特定の表面領域を覆うように設計されて、
その特定の領域から流体を除去する複数のチャネル分岐（チャネルブランチ、チャネル枝
部）１０２または１０４に接続されてもよい。また、構造化表面５８の一部上に第１の点
から第２の点へ複数の不連続チャネルが設けられる限り、本発明にしたがって一般にいず
れのパターンも企図される。チャネルパターンの目的は、流体混合物が分離媒体６２を通
るときに、流体混合物から構成成分を分離するのに、分離媒体６２を効率的に使用するた
めに、分離媒体６２の表面領域を横切ってポテンシャルを分配することである。
【００３２】
本発明にしたがって上記のように企図されたいずれのチャネル５９に関しては、そのよう
なチャネル５９は、層５７の第１の主要面の構造化表面５８によって層５７内に形成され
る。本発明によるチャネルは、不連続であるように構成されて、いずれの１つのチャネル
も、他のチャネルとは無関係に周囲環境から流体を受け取ることができる。各チャネルの
微構造化サイズが、単一相の流れを促進する。空気を液体内に連行することなしに、騒音
発生が大幅に減少し、能動流体搬送装置を通って運ばれる液体にかかる応力を少なくする
ことができる。
【００３３】
本発明の微構造化表面（微構造を有する表面）の個別の流動チャネルは、実質的に分離し
ている。すなわち、流体は、隣接するチャネルの流体とは無関係なチャネルを通って動く
ことができる。チャネルは、独立して、互いに対してポテンシャルに適合し、隣接するチ
ャネルとは無関係な特定のチャネルに沿ってまたはこれを通って流体を方向づける。隣接
するチャネル同士の間には拡散があるにもかかわらず、１つの流動チャネルに入る流体は
、いずれの有意の程度には、隣接するチャネルに入らないことが好ましい。流体を効果的
に運搬しそのようなチャネルが提供する利点を維持するために、微細チャネル（マイクロ
チャネル）の不連続性（個別性、分離性、ｄｉｓｃｒｅｔｅｎｅｓｓ）を効果的に維持す
ることが重要である。しかし、すべてのチャネルが、すべての実施態様で分離している必
要はない。分離するチャネルがあり、そうではないチャネルもある。さらに、チャネルの
「分離性」は、たとえば、変動圧力によって生じせしめられる一時的現象である。
【００３４】
　本明細書で使用されるアスペクト比は、チャネルの長さの動水半径（ｈｙｄｒａｕｌｉ
ｃ　ｒａｄｉｕｓ）に対する比率であり、動水半径は、チャネルの湿潤可能な断面積を湿
潤可能なチャネル円周で割った値である。構造化表面５８は、最小アスペクト比（長さ／
動水半径）が１０：１であり、実施態様によってはおよそ１００：１を超え、他の実施態
様では少なくとも約１０００：１である不連続流動チャネルを形成する微構造化表面であ
ることが好ましい。頂端では、アスペクト比は、無限に高くなりうるが、一般に、１，０
００，０００：１未満である。チャネルの動水半径は、約３００ｍ以下である。多くの実
施態様において、動水半径は１００ｍ未満であり得、１０ｍ未満であってもよい。多くの
用途では一般に小さい方がよいが（動水半径はサブミクロンのサイズであり得る）、動水
半径は一般に、大半の実施態様では、１ｍ以上である。下記により詳しく説明されるよう
に、これらのパラメータ内に形成されたチャネルは、能動流体搬送装置を通る効率的なバ
ルク流体搬送を提供することができる。
【００３５】
構造化表面５８は、きわめて低いプロファイルを設けることができる。したがって、構造
化ポリマー層の厚さが５０００マイクロメートル未満であり、１５００マイクロメートル
未満であってもよい能動流体搬送装置が企図される。これを行うために、チャネルは、高
さおよそ５～１２００マイクロメートル、ピーク距離約１０～２０００マイクロメートル
のピークによって形成されてもよい。
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【００３６】
本発明による構造化表面は、システムの容量が高度に分配される流れシステムを提供する
。すなわち、そのような流れシステムを通る流体容量は、大きな領域上に分配される。約
１０／線ｃｍ（２５／ｉｎ）から１０００／線ｃｍ（２５００／ｉｎ）（チャネルを横切
って測定）までの微構造チャネル密度が、高流体搬送速度を提供する。一般に、共通マニ
ホールドを使用するときには、各個別のチャネルは、チャネルの入口および出口に配置さ
れたマニホールドよりも、アスペクト比が少なくとも４００パーセント大きく、より好ま
しくは少なくとも９００パーセント大きい。アスペクト比のこの大幅な増大は、ポテンシ
ャルの効果を分配して、本発明の注目される利益に寄与する。
【００３７】
図１０は、容器１１８に収容された流体混合物１１９から構成成分を分離するために使用
された、本発明による浸水可能な（ｉｍｍｅｒｓｉｂｌｅ）可撓性のある分離モジュール
１１０の実施態様を例示する。分離モジュール１１０は、可撓性のある構造化層１１１と
、可撓性のあるマニホールド１１４に連結された可撓性のある分離媒体１１２とを有し、
それによって、構造化層１１１の流動チャネル（図示せず）とマニホールド１１４との間
に流体接続を提供する。層１１１および１１２は、すべての側面で一緒にマニホールド１
１４に対して封止されることが好ましい。したがって、分離モジュール１１０の縁は閉鎖
され、そのため、流体混合物１１９の流れは分離媒体１１２を通り、構造化層１１１のチ
ャネル（図示せず）に入り、マニホールド１１４を通って外へ出る。可撓性のあるホース
１１６が、マニホールド１１４を外部の源（図示せず）に接続する。真空等の源が設けら
れて、ホース１１６およびマニホールド１１４を通って流れさせ、そのため、流体混合物
１１９は、分離媒体１１２を通り、流体混合物１１９から構成成分を除去する。濾過され
た流体は、次いで、構造化層１１１の流動チャネル（図示せず）に沿って流れ、マニホー
ルド１１４に入り、ホース１１６から、溜めまたは他の受け器（図示せず）へ出る。可撓
性があることによって、分離モジュール１１０は、壁または床等の要素１１８の表面に適
合することができ、それによって、分離装置の能力を改良して分離過程を効率的に実行す
る。浸水可能であるため、分離モジュール１１０は、流体混合物から効果的な構成成分除
去を容易に行なうために、いずれの所望の流体混合物に浸されてもよい。さらに、分離媒
体の表面積全体を横切って流体混合物の取水を広げることによって、モジュールの平らで
大きな表面積が、フィルタ分離媒体の濾過能力を効果的に使用する。分離モジュール１１
０は、部分的に水に浸す必要があるだけであるが、バルク流体混合物を効率的に濾過する
ためには完全に水に浸すことが好ましい。
【００３８】
分離装置５０の容量を増大するために、分離モジュール１１０のサイズを増大することが
できる。しかし、容器１１８のサイズまたは構成のためにサイズの増大が限定されると、
図１１に例示されるように、複数の分離モジュール１１０、１２０、１２１を共通マニホ
ールド１１４上に組み合わせて、代わりに分離容量を増大する。また、分離モジュールの
可撓性が、分離過程を効率的に実行するという分離装置の能力を改良する。さらに、複数
の個別分離モジュール１１０が、すなわち、共通の源から個別マニホールドを有する分離
モジュールが、または異なる源を有する個別分離モジュールさえもが、単一の容器１１８
内で使用することができ、または、共通マニホールド上の複数の分離モジュール１１０、
１２０、１２１を別個の容器内に入れることができる。
【００３９】
分離モジュール５５に使用される分離媒体６２の層の数を増やすことを別にして、分離装
置５０の分離容量を増大するかまたは流体混合物から２つ以上の構成成分を分離する別の
方法は、流体混合物に一連の分離モジュール５５を通らせることである。これらのモジュ
ール５５は、実行されている分離過程の必要条件により、異なる分離媒体６２を有しても
よく、または、同一の分離媒体６２を有してもよい。公知のまたは開発された様々な方法
を使用して、一連の分離モジュール５５を通らせる分離過程を実行することができるが、
一方の分離モジュール５５を他方の受け器７０内に入れる一連の分離装置５０を使用する
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ことを含む。
【００４０】
本発明の分離装置１３０の代替実施態様が図１２に示され、源（ソース）１４２は圧力ポ
ンプを具備する。この実施態様において、ポンプ１４２は、流体混合物を溜め１４４から
圧力下で可撓性のあるホース１４０を通ってマニホールド１３８の内部チャンバ（図示せ
ず）内へ運ぶ。マニホールド１３８から、流体混合物は、分離モジュール１３２の構造化
表面１３４の流動チャネル（図示せず）を通って運ばれ、次いで、分離媒体１３６を通っ
て外へ出る。濾過された液体は、分離モジュール１３２から環境（外部）へ、または容器
（図示せず）へ、または他の適切な受け器へ出されてもよい。この実施態様には、図１２
の線２－２に沿って取られた図２に示される断面図も当てはまる。上述のように、他のチ
ャネル構成も、本発明の装置に使用することができる。本実施態様の分離装置１３０は、
一連の分離または他の過程を実行するために、図１に示される先の実施態様の分離装置５
０とともに使用することもできる。本実施態様の分離装置１３０は、必要に応じて、同一
または異なる実施態様の１つまたはそれ以上の分離装置と組み合わせてもよい。上記の分
離装置構成要素の説明は、本装置１３０の構成要素にも等しく当てはまる。
【００４１】
本発明による分離装置１５０の別の代替実施態様が図１３に示される。この実施態様は、
源（図示せず）が、分離カバー１６０を通って分離モジュール１５１上にポテンシャルを
提供することが、先に説明した他の実施態様とは異なる。分離カバー１６０は、チャンバ
（図示せず）を形成し、好ましくは分離媒体１５４を完全に取り囲み、源と分離モジュー
ル１５１の分離媒体１５４との間に流体連通を提供する。入口１６２は、好ましくはダク
ト（図示せず）によって、分離カバー１６０の内部チャンバを源に接続する。この分離モ
ジュール１５１は、上述の他の実施態様と同一の方法で、構造化表面１５２の流動チャネ
ルに流体連通するマニホールド１５６も具備する。さらに、任意の第２のマニホールド１
５８が、分離モジュール１５１の第１のマニホールド１５６とは反対側に、構造化表面１
５４の流動チャネルに流体連通するように示される。
【００４２】
源が圧力源である場合、流体混合物は源から提供され、入口１６２を通って分離カバー１
６０の内部チャンバ内に流れ、次いで分離媒体１５４を通る。濾過された流体は、分離媒
体１５４から、構造化表面１５２の流動チャネルを通って、マニホールド１５６、１５８
内に運ばれ、受け器（リセプタクル）、環境（外部）または他の適切な領域へ出る。源が
、分離カバー１６０の入口１６２に接続された真空源である場合、流体混合物は、適切な
容器等からの吸引によってマニホールド１５６、１５８内に引かれる。マニホールドが設
けられていない場合、流体混合物は、構造化表面１５２の１つまたはそれ以上の側面の１
つまたはすべてに入ることができる。流体混合物は、次いで、構造化表面１５２の流動チ
ャネル内に運ばれ、分離媒体１５４を通る。濾過された流体は、次いで、分離カバー１６
０の内部チャンバ内に流れ、入口１６２を通って、受け器（図示せず）または他の適切な
場所に出る。あるいは、真空源は、マニホールド１５６、１５８で分離モジュール１５１
に接続されてもよく、そのため、流体混合物は、分離カバー１６０の入口１６２に接続さ
れた溜め（図示せず）から引かれる。流体混合物は、次いで、分離カバー１６０の内部チ
ャンバ内に運ばれ、分離媒体１５４によって構造化表面１５２の流動チャネル内に入る。
濾過された流体は、次いで、マニホールド内に流れ、接続ダクト（図示せず）を通って、
受け器（図示せず）または他の適切な場所に出る。本発明の他の実施態様と同様に、この
分離装置１５０は、同一の実施態様または異なる実施態様の１つまたはそれ以上の分離装
置を組み合わされてもよい。上記の分離装置構成要素の説明は、この装置１５０の構成要
素にも等しく当てはまる。
【００４３】
ポリマーフィルム等のポリマー層上に、構造化表面、特に微構造化表面を製造することは
、マレンチック氏等に付与された米国特許第５，０６９，４０３号および同じくマレンチ
ック氏等に付与された第５，１３３，５１６号に開示されている。構造化層は、ベンソン
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・ジュニア氏等に付与された米国特許第５，６９１，８４６号に記載された原則またはス
テップを使用して、連続して微複製される。微構造化表面を記載する他の特許として、ジ
ョンストン氏等に付与された米国特許第５，５１４，１２０号、ノレーン氏等に付与され
た第５，１５８，５５７号、ルー氏等に付与された第５，１７５，０３０号およびバルバ
ー氏に付与された第４，６６８，５５８号が挙げられる。
【００４４】
そのような技術にしたがって製造された構造化ポリマー層は、微複製されることができる
。表面は、製品から製品への実質的な変動なく、比較的複雑な加工技術を使用することな
く、大量生産することができるため、微複製構造化層の提供は有益である。「微複製」ま
たは「微複製された」とは、製品から製品へ約５０μｍを超えて変動することのない個別
の特徴忠実度を製造の間に構造化表面の特徴が保持する微構造化表面の生産を意味する。
微複製された表面は、製品から製品へ２５μｍを超えて変動することのない構造化表面特
徴が製造の間に個別の特徴忠実度を保持するように作られることが好ましい。
【００４５】
本発明に依れば、微構造化表面（微細構造を有する表面、ｍｉｃｒｏｓｔｒｕｃｔｕｒｅ
ｄ　ｓｕｒｆａｃｅ）は、５０マイクロメートル～０．０５マイクロメートルの解像度で
、より好ましくは２５マイクロメートル～１マイクロメートルの解像度で、維持される個
別の特徴忠実度を有するトポグラフィ（物体、場所または領域の表面特徴）を備えた表面
を具備する。
【００４６】
本発明によるいずれの実施態様の構造化層も、熱可塑性、熱硬化性および硬化可能なポリ
マーを含む様々なポリマーまたはコポリマーから形成されることができる。本明細書で使
用される熱可塑性樹脂は、熱硬化性樹脂とは異なり、熱に暴露されると柔らかくなって溶
融し、冷却されると再凝固し、何サイクルも溶融し凝固することができるポリマーを称す
る。他方、熱硬化性ポリマーは、加熱され冷却されると不可逆的に凝固する。重合体鎖が
相互接続されるかまたは架橋される硬化ポリマーシステムは、化学薬品または電離線を使
用して室温で形成されることができる。
【００４７】
本発明の物品の構造化層を形成するのに有用なポリマーは、ポリエチレンおよびポリエチ
レンコポリマー、ポリビニリデンジフルオリド（ＰＶＤＦ）、および、ポリテトラフルオ
ロエチレン（ＰＴＦＥ）等のポリオレフィンが挙げられるが、それらに限定されない。他
のポリマー材料として、アセテート、セルロースエーテル、ポリビニルアルコール、多糖
類、ポリオレフィン、ポリエステル、ポリアミド、ポリ（塩化ビニル）、ポリウレタン、
ポリ尿素、ポリカーボネート、および、ポリスチレンが挙げられる。構造化層は、アクリ
レートまたはエポキシ等の硬化可能な樹脂から注型することができ、熱、ＵＶまたは電子
ビーム放射に暴露されることによって、化学的に促進されたフリーラジカル通路を通って
硬化される。
【００４８】
上記のように、可撓性のある能動流体搬送装置が望ましい用途もある。可撓性は、スミス
氏等に付与された第５，４５０，２３５号およびベンソン・ジュニア氏等に付与された米
国特許第５，６９１，８４６号に記載されたポリマーを使用して構造化ポリマー層に与え
られる。ポリマー層全体が可撓性のあるポリマー材料から作られる必要はない。ポリマー
層の主要部分は、たとえば、可撓性のあるポリマーを含むことができ、一方、その構造化
部分は、より剛いポリマーを含むことができる。このパラグラフに引用された特許は、微
構造化表面を有する可撓性のある製品を製造するのために、このようにポリマーを使用す
ることを記載する。
【００４９】
ポリマー混合物を含むポリマー材料は、界面活性剤または抗微生物剤等の可塑化活性剤の
溶融混合によって改質することができる。構造化表面の表面改質は、電離線を使用する機
能成分の共有グラフトまたは蒸着によって達成することができる。たとえば、電離線によ
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ってモノマーをポリプロピレンにグラフト重合する方法および技術は、米国特許第４，９
５０，５４９号および第５，０７８，９２５号に記載されている。ポリマーは、ポリマー
構造化層に様々な特性を与える添加剤を含んでもよい。たとえば、可塑剤を加えて、弾性
率を減じて、可撓性を改良することができる。
【００５０】
本発明の好適な実施態様は、微構造物を有する要素として平行線状トポグラフィを有する
薄い可撓性のあるポリマーフィルムを使用してもよい。本発明の目的のために、「フィル
ム」は、ポリマー材料の薄く（厚さ５ｍｍ未満）ほぼ可撓性のあるシートであるとみなさ
れる。高度に形成された微構造物を有するフィルム表面を備えた安価なフィルムを使用す
る経済的価値は大きい。可撓性のあるフィルムは、広い範囲の分離媒体と組み合わせて使
用することができ、支持なしで、または、所望により支持体とともに使用することができ
る。微構造化表面は、多くの用途のために可撓性があってもよく、用途が保証する場合、
剛性構造化本体に関連してもよい。
【００５１】
本発明の装置は微構造化チャネルを含むため、装置は普通、１つの装置につき複数のチャ
ネルを使用する。上記に例示された実施態様のいくつかに示されるように、本発明の装置
は、１つの装置につき１０または１００を超えるチャネルを容易に有することができる。
用途によっては、装置は１つの装置につき１，０００または１０，０００を超えるチャネ
ルを有してもよい。個別ポテンシャル源に接続されるチャネルが多ければ多いほど、ポテ
ンシャルの効果はより高度に分配されることができる。
【００５２】
　微構造化表面に微チャネルを有する層と分離媒体カバー層とによって形成された複数の
不連続流れ通路を有する能動流体搬送分離装置の効力を測定するために、分離装置は、分
離媒体でキャップをされた微構造物を有するフィルム要素から形成された分離モジュール
を使用して製造された。微構造物を有するフィルムは、溶融ポリマーを微構造化ニッケル
ツールに注型して、一方の表面にチャネルを備えた連続フィルムを形成することによって
形成された。チャネルは、注型フィルムの連続した長さ方向に形成された。ニッケル注型
ツールは、ダイヤモンド刻み入れツールで滑らかな銅表面を形状づけることによって製造
され、所望の構造物を製造し、続いて無電解ニッケルめっきステップを行ってニッケルツ
ールを形成した。フィルムを形成するのに使用されたツールは、４５９μｍの呼称深さお
よび４２０μｍの開口幅を備えた当接「Ｖ」チャネルを備えた微構造化表面を製造した。
これは、結果として、閉じた場合、６２．５μｍの平均動水半径を備えたチャネルになっ
た。フィルムを形成するのに使用されたポリマーは、イースタンケミカル社（Ｅａｓｔｍ
ａｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ）が販売する低密度ポリエチレン、テナイト（
Ｔｅｎｉｔｅ）［トレードマーク］１５５０Ｐであった。ローム＆ハース社（Ｒｏｈｍ　
＆　Ｈａａｓ　Ｃｏｍｐａｎｙ）の非イオン界面活性剤トリトン（Ｔｒｉｔｏｎ）　Ｘ－
１０２が基部ポリマーに溶融混合され、フィルムの表面エネルギを増大した。
【００５３】
分離媒体は、不織ブローン微細繊維ウェブであった。不織ウェブは、ポリプロピレン、フ
ィナ（Ｆｉｎａ）１００　ＭＦＩから製造され、２～５Ｔｍ直径サイズで５０ｇ／ｍ2の
坪量の繊維で８％の剛性を有した。微複製化フィルムのキャッピングは、フィルムと不織
布とを一緒に層にして、フィルムの微構造物を不織布に直面させることによって達成され
た。層にした後、複合材料は、線状微構造物に平行な２つの側部で封止された。微チャネ
ルが終端する複合材料の一方の端も、熱封止された。封止されていない端は、モジュール
の幅を延在するマニホールドに接着された。
【００５４】
マニホールドは、チューブのセクションの側壁に切れ目を入れることによって形成され、
チューブは、ニューヨーク州ロチェスターのＮａｌｇｅ社が販売のＶＩグレード３．１８
ｍｍ内径、１．６ｍｍ壁圧のチューブであった。チューブの軸方向に沿った直線にかみそ
りでスリットが入れられた。スリットの長さは、ほぼモジュールの幅であった。チューブ
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で、チューブの一方の開放端は、ホットメルト接着剤で封止閉鎖された。モジュールの寸
法は、８０ｍｍ×１２０ｍｍであった。
【００５５】
検査モジュールの液体／固体分離容量を評価するために、ユニットは、パウダーテクノロ
ジー社（Ｐｏｗｄｅｒ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　Ｉｎｃ）が販売のＡＣ検査ダスト、ＳＡ
Ｅ　ｃｏａｒｓｅの微粒子固体および水が入ったビーカーに入れられた。検査は、５００
ｍｌビーカーに入れられた検査ユニットで行われ、ユニットのフィルム側はビーカーの内
壁に対して平らであった。真空源を備えた液体回収フラスコが次いで検査ユニットに取り
付けられた。真空が制定された後、ビーカーは頂部まで満たされ、１５ｇ／１０００ｍｌ
の濃度でＡＣ検査ダストを水に入れた懸濁液で検査ユニットを浸した。ＡＣダスト懸濁液
は常にビーカー内でかき回されながら、ビーカー内の水は、分離モジュールを通って、回
収フラスコへ除去された。液体が、微構造物を有するフィルム系分離設備を通して抜かれ
た後、回収された液体は、浮遊物の存在を確認するために観察された。回収された液体に
浮遊物は観察された。
【００５６】
単一の微構造物を有するフィルム系分離モジュールが評価に使用されたが、複数のユニッ
トを使用して分離容量を増加することができる。この種類の分離装置は、適切な分離媒体
で、空気濾過等の他の分離用途に使用することができる。きわめて微細な分離のために、
たとえば、微孔性フィルムを、分離媒体として使用することができる。代替設計は、供給
された流体を使用し、まず分離モジュール内を通り、それによって、チャネルを通る流体
は、分離媒体を通って環境と入れ替わる。
【００５７】
実施例のユニットを使用して液体／固体分離を例示しながら、類似構造物を使用して別の
分離を達成することができる。必要に応じて、他の分離媒体を使用することができる。た
とえば、微孔性膜は、気体／気体または超微細固体／液体分離が必要とされる用途に特に
適切である。
【図面の簡単な説明】
【図１】　真空源を使用して流体混合物を駆動する本発明による分離装置の斜視図である
。
【図２】　図１の分離装置の２－２線断面図である。
【図３】　分離媒体用の不織ウェブを有する本発明による分離モジュールの斜視図である
。
【図４】　複数の分離媒体層を有する本発明による分離モジュールの断面図である。
【図５】　本発明による別のチャネル構成を例示する構造化層の端面図である。
【図６】　本発明によるさらに別のチャネル構成を例示する構造化層の端面図である。
【図７】　本発明による１つのチャネル配置構成を例示する構造化層の上面図である。
【図８】　本発明による別のチャネル配置構成を例示する構造化層の上面図である。
【図９】　本発明によるさらに別のチャネル配置構成を例示する構造化層の上面図である
。
【図１０】　容器内の流体混合物に浸された本発明による分離モジュールの斜視図である
。
【図１１】　容器内の流体混合物に浸された本発明による共通マニホールドを有する複数
の分離モジュールの斜視図である。
【図１２】　流体混合物を駆動するために圧力源を使用する本発明による分離装置の斜視
図である。
【図１３】　流体混合物を駆動するために分離カバーを通る圧力差を使用する本発明によ
る分離装置の斜視図である。
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